
平成30年度　愛媛県国保特別会計決算

及び

令和元年度　愛媛県国保特別会計予算

資料　１



【改革前】 市町村が個別に運営
【改革後】 都道府県が財政運営責任を担う

など中心的役割

市町村
都道府県

[都道府県の役割]

○財政運営責任

○市町村ごとの納付金の決定

○市町村ごとの標準保険料率等の設定

○市町村が行う事務の標準化 等

[市町村の役割]

○資格管理

○保険料（税）の賦課・徴収

○保険給付

○保健事業

[市町村の役割]

○財政運営責任

○資格管理

○保険料（税）の賦課・徴収

○保険給付

○保健事業

都道府県が市町村ごとに決定した

国保事業費納付金を市町村が納付

・国の財政支援の拡充

・都道府県が、国保の運営に
中心的役割を果たす市町村

市町村

市町村

市町村

市町村

国保運営方針
(県内の統一的方針)

給付費に必要な費用を、
全額、市町村に支払う（交付金の交付）

○平成30年度から、都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等の

国保運営に中心的な役割を担い、制度を安定化

・給付費に必要な費用は、全額、都道府県が市町村に交付

・将来的な保険料負担の平準化を進めるため、都道府県は、市町村ごとの標準保険料率を提示（標準的な住民負担の見える化）

・都道府県は、国保の運営方針を定め、市町村の事務の効率化・広域化等を推進

○市町村は、地域住民と身近な関係の中、資格管理、保険給付、保険料率の決定、賦課・徴収、保健事業等、

地域におけるきめ細かい事業を引き続き担う

国保制度改革の概要（運営の在り方の見直し）

住民に身近な役割は

これまでどおり市町村が
実施

支出

① 保険給付に必要な費用を、

全額、市町村へ交付

②災害等による保険料の減

免額等が多額であることや、

市町村における保健事業

を支援するなど、市町村に

特別な事情がある場合に、

その事情を考慮して交付

支出

保険料 保険給付費

支出

保険料 保険給付費

納付金 交付金

○ 都道府県が財政運営の責任主体となり、市町村ごとの国保事業費納付金の額の決定や、保険給付に必要な費用

を、全額、市町村に対して支払う（保険給付費等交付金の交付）ことにより、国保財政の「入り」と「出」を管理する。

※ 都道府県にも国保特別会計を設置

○ 市町村は、都道府県が市町村ごとに決定した納付金を都道府県に納付する。

※ 納付金の額は、市町村ごとの医療費水準と所得水準を考慮

都道府県の国保特別会計

市町村の

国保特別会計

市町村の

国保特別会計 Ａ市

改革前 改革後

公費

・定率国庫負担
・保険料軽減 等

収入
公費

保険料軽減 等

公費

収入定率国庫負担 等

収入

改革後の国保財政の仕組み



前期高齢者
交付金

487億円
（489億円）

国　費 425億円
（415億円）

介護納付金 63億円
（63億円）

その他 10億円
（15億円）

その他 5億円
（6億円）

※（　　　）は予算額

その他歳入・・・財政安定化基金繰入金、特別高額医療費共同事業交付金、療養給付費交付金など
その他歳出・・・財政安定化基金積立金、特別高額医療費共同事業拠出金、前期高齢者納付金など

81億円
（87億円）

保険給付費等
交付金

1,117億円
（1,131億円）

平成30年度　愛媛県国民健康保険事業特別会計　決算

歳　入　1,375億円
　　　　 （1,378億円）

歳　出　1,363億円
　　　　 （1,378億円）

国保険事業費
納付金

372億円
（372億円）

後期高齢者
支援金

178億円
（178億円）

県　費

【30年度決算状況】

○歳 入・・・・約1,375億円

○歳 出・・・・約1,363億円

○差引収支・・・約12億円の黒字

（予算額に対する決算額の状況）

歳入：▲３億円〔前期交付金（▲２）、国費（＋10）、県費（▲６）、その他（▲５）〕

歳出：▲15億円〔保険給付費等交付金（▲14）、その他（▲１）〕

前期高齢者の加入率

が高い国保に対する

被用者保険からの支

援金

市町からの納付金

国からの交付金

県の法定負担

主に医療費

後期高齢者医療

制度への支援金

介護保険制度へ

の納付金



前期高齢者
交付金

471億円

国　費 402億円

介護納付金 65億円

その他 1億円 その他 2億円

その他歳入・・・財政安定化基金繰入金、特別高額医療費共同事業交付金、療養給付費交付金など

その他歳出・・・財政安定化基金積立金、特別高額医療費共同事業拠出金、前期高齢者納付金など

令和元年度　愛媛県国民健康保険事業特別会計予算（当初予算）

歳　入　　1,359億円 歳　出　　1,359億円

保険給付費等
交付金

1,110億円

国保険事業費
納付金

402億円
後期高齢者
支援金

182億円

県　費 83億円

負担金、業務委託料【240万円】

貸付・交付

積立・償還

・医療分 ・医療分 ・医療分
・後期高齢者支援分 ・後期高齢者支援分 ・後期高齢者支援分

・介護分 （介護分は年金天引き）

県国民健康保険事業特別会計収支のイメージ

40歳未満 40～65歳未満 65～75歳未満
保　険　料 保　険　料 保　険　料

社
会
保
険
診
療
報
酬
支
払
基
金・基盤安定負担金【62億円】

（保険料軽減分、保険者支援分）

県

国保特別会計

【1,359億円】

国負担金等【402億円】

・療養給付費等負担金【254億円】 ・高額医療費負担金【10億円】

・調整交付金【123億円】 ・特別高額医療費負担金【0.5億円】

・保険者努力支援制度交付金【13億円】 ・特定健康診査等負担金【1.7億円】

国一般会計

県繰出金【83億円】

・特定健診等負担金【1.7億円】

・県繰出金（調整交付金）【72億円】

・高額医療費負担金【10億円】

・事務費【596万円】

県一般会計

前期高齢者交付金 【471億円】

療養給付費等交付金 【0.5億円】

後期高齢者支援金 【182億円】

前期高齢者納付金 【0.8億円】

介護納付金 【65億円】

市 町

保険給付費等交付金

【1,110億円】
納付金

【402億円】

財政安定化基金

県国民健康保険団体連合会

市町の一般会計に対する助

成制度のため、県特会を経由

しない。

積立金【445万円】

（公社）国民健康保険中央会

取崩・利子【445万円】

被保険者

保険料 保険給付

ヘルスアップ支援事業費【0.2億円】



引上げ 据置 引下げ 所得割 資産割 均等割 平等割 所得割 資産割 均等割 平等割 所得割 資産割 均等割 平等割

1 松山市 ○ 15.50 38,880 33,480 15.50 38,880 33,480

2 今治市 ○ 12.40 27.5 33,600 37,900 11.20 27.50 31,800 34,900 1.20 1,800 3,000

3 宇和島市 ○ 11.07 40.8 35,600 34,700 11.07 40.80 35,600 34,700

4 八幡浜市 ○ 12.40 25.0 38,300 42,400 12.40 25.00 38,300 42,400

5 新居浜市 ○ 13.65 38,830 25,550 13.65 38,830 25,550

6 西条市 ○ 12.60 32.1 38,600 28,200 12.60 32.10 38,600 28,200

7 大洲市 ○ 12.80 50.6 37,700 38,000 12.80 50.60 37,700 38,000

9 四国中央市 ○ 11.27 39.4 44,480 28,720 11.27 39.43 44,480 28,720

10 伊予市 ○ 12.70 39,900 41,200 12.70 39,900 41,200

27 上島町 ○ 12.00 66.0 32,000 33,300 12.00 66.00 32,000 33,300

33 東温市 ○ 14.30 41,200 27,700 15.20 42,100 28,500 △ 0.90 △ 900 △ 800

36 久万高原町 ○ 13.00 60.5 32,600 32,800 13.00 60.50 32,600 32,800

41 松前町 ○ 12.90 35,800 31,200 12.90 35,800 31,200

42 砥部町 ○ 12.80 42,300 31,600 12.80 42,300 31,600

47 内子町 ○ 10.10 48.8 36,100 26,200 10.10 48.80 36,100 26,200

52 伊方町 ○ 11.23 66.0 40,700 42,400 11.23 66.00 40,700 42,400

57 西予市 ○ 12.50 47.6 34,100 41,300 12.50 47.60 34,100 41,300

62 鬼北町 ○ 11.90 43.0 31,500 28,500 14.40 60.00 37,100 34,100 △ 2.50 △ 17.00 △ 5,600 △ 5,600

63 松野町 ○ 12.40 52.0 34,400 35,600 12.40 52.00 34,400 35,600

69 愛南町 ○ 11.30 42.9 27,700 35,800 11.30 42.90 27,700 35,800

県 平 均 1 17 2 12.44 45.87 36,715 33,828 12.55 47.09 36,950 33,998

県内各市町保険料（税）率の状況　（所得割・資産割　％　　平等割・均等割　円）

保険者名
Ｈ30年度→Ｒ１年度 令和元年度 平成30年度 増　　減


